提携医療機関に関する契約書

医療法人社団勝優会（以下「甲」という。）と株式会社エムビックらいふ（以下「乙」という。）は次のとおり提携医療機関に関する契約を締結する。
（業務提携の範囲）
第1条 　甲が設置経営するたまちホームクリニックを，乙が設置運営するエムビックらいふ環境分析センターの提携医療機関と定め，乙は，以下の内容について甲に委託し，甲はこれを受託する。
1． 新型コロナウイルスPCR検査結果に関する医師による確定診断
2． 陽性または陰性証明書の発行
3． 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12条第１項の規定による都道府県知事への届け出
4． 前号に定める届け出に際しての陽性者への助言

（業務委託費用）
第２条　　本提携に関して乙が甲に支払う業務委託費用[及び関連費用]の支払い条件，金額及び振込先は別途個別契約書に定めるものとする。
（契約期間）
第３条　　この契約の期間は令和３年１月１２日から令和４年１月１１日までとする。
２　　前項の期間が満了する１か月前までに，甲又は乙が別段の意思表示をしなかったときは，この契約は１年間延長されるものとし，以後も同様とする。
３　　本契約の終了にかかわらず，第２条，本項，第４条２項，及び第５条ないし第８条は引き続きその効力を有する。
（契約の解除）
第４条　　甲及び乙は，相手方が次の各号のいずれかに該当するときは，催告を要さず，本契約を解除することができる。
1． 本契約に違反したとき
2． 手形・小切手の不渡りまたは電子記録債権の支払不能を１回でも発生させたときその他支払を停止したとき
3． 仮差押え，仮処分，強制執行，競売の申立てもしくは諸税の滞納処分または保全差押えを受けたとき
4． 破産手続開始，民事再生手続開始，会社更生手続開始，特別清算開始などの法的倒産（再建，再生を含む。）手続開始もしくは債務整理・事業再生に係る手続開始の申し立てがあったとき
5． 事業を廃止または解散し，もしくは官公庁からの業務停止等業務継続不能の処分を受けたとき
6． 経営が悪化し，またはそのおそれがあると認められる相当の理由があるとき
7． その他前各号に準ずる事由が生じたとき
２　　前項または第５条第３項に基づき本契約が解除された場合，甲および乙は本契約に基づく金銭債務について一切の期限の利益を失い，相手方に対しこれを直ちに履行するものとする。
（反社会的勢力の排除）
第５条　　甲及び乙は相手方に対し，本契約時において，暴力団，暴力団員，暴力団関係企業，総会屋，社会運動標ぼうゴロ，政治運動標ぼうゴロ，特殊知能暴力集団，その他反社会勢力（以下「暴力団等反社会勢力」という）に該当しないことを表明し，かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
２　　甲及び乙は，相手方が前項の該当性の判断のために調査を要すると判断した場合，その調査に協力し，これに必要と判断する資料を提出しなければならない。
３　　甲及び乙は，相手方が第１項の表明および確約に反していることが判明した場合には，相手方に対し，何らの催告を要せずして，本契約を解除することができる。
４　　前項の場合，本契約を解除された当事者は，解除によって解除した当事者が被った損害の一切を賠償するものとする。
（損害賠償）
第６条　　甲及び乙は，本契約に違反し，相手方に損害を与えた場合には，相手方にその損害を賠償しなければならない。
（権利義務の譲渡）
第７条　　甲及び乙は，相手方の書面による事前の承諾を得ることなく，本契約（第２条に基づく個別契約を含む。以下同じ。）の地位を他に譲渡し，もしくは承継し，又は本契約に基づく権利義務を他に譲渡し，承継し，もしくは担保に供してはならない。
（紛争解決）
第８条　　この契約について疑義が生じたとき又はこの契約に定めのない事項については，甲乙協議の上，決定する。
２　　本契約に係る一切の紛争については，東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
本契約の証として，本書面を２通作成し，甲乙記名押印の上，各自１通を所持する。
令和３年１月１２日
甲 　　　　　住所
法人名
代表者職名
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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代表者職名
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
